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【フィリピン】 

☆ 左翼ゲリラは2010年以降の11年間で373人を殺害 

 国軍司令部は5月20日、国内の共産主義テログループの活動に関する報告書を

政府の独立機関「人権委員会（CHR）」に提出した。 

 同報告書によると、「フィリピン共産党（CPP）」の軍事部門として反政府武装

闘争を続けている左翼ゲリラ「新人民軍（NPA）」は、2010年から2020年までの

11年間に、289件のテロ・ゲリラ事件で民間人296人と兵士77人を殺害した。 

 地域別に見て殺害事件が最も多かったのは、ミンダナオ島北東部とディナガッ

ト島などの島嶼で構成されるカラガ地方（リージョン13）で、52件の犯行により

民間人・兵士66人が殺害された。 

 同報告書を作成した国軍「武力紛争法務センター（CLAC）」のホエル・ナクナ

ク所長（陸軍准将）は、「これらの事件は、暴力的な過激派による組織化・統合

化された継続的・計画的・意図的なテロ攻撃に他ならない。それ故にNPAはテロ

組織に指定されている」と説明した。 

 同報告書は他にも、同期間にNPAが未成年戦闘員少なくとも544人（男304人、

女240人）をリクルートして使役したこと、民間施設・家屋に対して532件の破壊

行為に及んだこと、オタワ条約に違反する対人地雷による攻撃を141件行ったこ

となどについて言及している。総じて、NPAを含む同国の共産主義勢力が犯した

国際人権法（IHL）違反は1,506件に上ったという。 

 ナクナク所長は、「国軍は共産主義テロ組織によるIHL違反行為を継続して監視

し、関連諸機関とも連携して同組織の犯罪行為に終止符を打つ」と言明した。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① 国軍や国家警察は昨年来、CPPやNPAにとどまらず、同国の共産主義勢力の統一戦

線組織「民族民主戦線（NDF）」との関係が疑われる左派政党の党員やNGO、労働団

体、農民団体などの活動家達に対しても「レッド・タギング（共産主義者のレッテル貼

り）」を行い、ブラックリストに登載した上で様々な容疑を被せ、強引な摘発作戦や事実

上の「超法規的処刑（EJK）」を実施してきた。 

 ② そうした取締り活動は明らかな人権侵害として、内外の人権団体や教会関係者、有

アジア地域で活躍する企業関係者のための最新リスク情報アジア地域で活躍する企業関係者のための最新リスク情報アジア地域で活躍する企業関係者のための最新リスク情報アジア地域で活躍する企業関係者のための最新リスク情報
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識者、独立系メディアなどに厳しく批判されている。それに対して国軍は、「NPAがいか

に残虐なテロ・ゲリラ活動を行ってきたか」という報告書をCHRに提出することで人権を

度外視した取締り活動も“必要悪”であることを示唆し、国軍への批判をかわそうとして

いるようにも見える。いずれにせよ、国軍・警察の治安当局と左翼ゲリラの双方が各地

で残虐行為に従事していることに変わりはない。 

 

 

 

 
 

【中国】 

☆ 内モンゴル自治区通遼市で女性が昏睡強盗被害 

 内モンゴル自治区通遼市の現地メディアは5月21日、市内で発生した昏睡強盗

事件の容疑者の男（40歳前後）に懲役13年の実刑判決が下ったと報じた。 

 記事によると、被害に遭った女性（20代）と加害者の男はSNSを通じて知り合

い、共通の趣味があったことなどから数か月間にわたってメッセージをやり取り

していた。 

 その後、実際に会うことになり、市内のレストランで待ち合わせして夕食を共

にしたところ、女性は食事の途中で意識を失い、目を覚ました時には男の姿がな

く、スマートフォンと現金1,300元（約2万2,000円）がなくなっていた。男とは

その日以降、連絡が取れなくなったという。 

 通報を受けた同市公安局は、市内で同様の被害が3件発生していることを把握

して捜査を進め、捜査線上に浮かんだ容疑者の男を逮捕した。男は取調べに対し

て、SNSなどで知り合った女性を飲食に誘い、睡眠薬を飲ませて金品を奪う手口

を繰り返していたことを自供した。 

 公判では、男に懲役12年～14年および罰金が求刑され、懲役刑の他に罰金1万

元（約17万円）も科された。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① 昏睡強盗は、出会い系サイトやSNSで獲物を探して巧みに信用させ、呼び出して犯行

に及ぶという手口が定番化しており、男女とも被害が多発している。 

 ② 昏睡強盗の手口では外国人旅行者が被害に遭うケースも多い。邦人も狙われている

ので、素性の分からない人物に飲食物を勧められても絶対に口にしてはならないし、自

分の飲食物に他人を近づけないように注意を払うことも重要である。 

 

【カンボジア】 

☆ ドンペン区で銀行利用直後の中国人男性が強盗被害 

 プノンペン市警察は5月19日、前日に市内の銀行前で中国人男性（38歳）から

各国リスクレポート 
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多額の現金を強奪した地元の男2人組（24歳と31歳）を逮捕したと発表した。 

 同発表によると、18日午後3時30分頃、市中心部のドンペン区ボンレアン地区

にあるカナダ系外資銀行「ABA銀行」前で、当該の中国人男性がバイクで近づい

てきた男2人組に襲撃され、引き出したばかりの現金20万米ドルを強奪された。 

 捜査当局は現場付近の監視カメラの映像記録から容疑者2人を特定し、翌19日

に市内で逮捕した。 

 2人は窃盗罪で服役し、昨年出所したばかりであった。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① 銀行やATMの周辺では犯罪者が現金を引き出したばかりの利用客を待ち伏せして

いる場合が多いので、警備員などによる人的警備が行われていて安全性の高い銀行

等を選んで利用することが重要である。 

 ② 本件の被害者は、引き出した現金を市内にある別の銀行に運ぶ途中であった。多額

の現金を取り扱う際の強盗・ひったくり予防策としては、その予定を極力秘密にするこ

と、現金を第三者に見られないこと、できるだけ複数人で車を利用すること、警備が充

実していて利用者の多い銀行を選ぶこと、銀行を後にしてからも尾行者（車）への警戒

を怠らないこと、などが挙げられる。 

 

【タイ】 

☆ 半年間で97の麻薬組織摘発、容疑者19万3,604人逮捕 

 タイ国家警察のスワット・ジェーンヨットスック長官（警察大将）は5月20日、

麻薬制圧局（NSB）と全国の各管区警察局による麻薬取締りの成果を総括する記

者会見を開いた。 

 同長官の発表によると、警察は過去6か月間に計97の麻薬組織の幹部・メンバ

ー、密売人、麻薬中毒者など容疑者19万3,604人（うち89.6％が男）を逮捕した。 

 また、それらの逮捕に伴い、覚醒剤錠剤（通称：ヤーバー）3億105万6,263錠、

結晶状覚醒剤（ヤーアイス）1万9,875kg、ヘロイン2,747kg、合成麻薬エクスタ

シー24万8,991錠、医療用麻酔薬ケタミン948kgを押収した。 

 さらに、容疑者らが犯罪によって不正に取得した資産約24億バーツ（約83億

2,500万円）相当を押収したが、その内訳は家屋・土地が9億5,500万バーツ（約

33億1,300万円）相当、自動車880台で4億7,800万バーツ（約16億5,800万円）相

当、バイク1,365台で8,500万バーツ（約2億9,500万円）相当であった。 

 最近の大掛かりな麻薬摘発事案としては、5月14日にNSBと第5管区（北部北）

警察局の捜査員および国軍兵士が連携して、北部・チェンマイ県メーアイ郡内で

大物密売業者ジャフー・ターペーをボスとする犯罪組織を摘発し、「ヤーバー」

500万錠を押収した事例がある。 

 また、同16日には、東北部・コンケーン県内で地元警察が車で「ヤーアイス」

99kgを運搬していた麻薬組織のメンバー3人を逮捕している。 
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 スワット長官によると、国家警察は麻薬中毒者のリハビリテーションにも力を

注いでおり、地域市民団体などと連携して全国1,483の地方自治体で薬物依存症

治療・回復支援活動を展開している。 

 タイだけではなく、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の渦中にある東

南アジア諸国での麻薬の蔓延状況を見ると、市民が外出規制で在宅の時間が増え

たことなどに伴い顕著に悪化に向かっている現状がある。 

 国際的な麻薬組織は、各国の治安当局が感染対策に伴う厳しい警戒・監視態勢

を敷いているにも拘らず、インターネットと宅配サービスを利用した販売など

様々な手段を用いて増大する麻薬の需要を満たしているのが実態である。 

 治安当局者の間では、「麻薬ビジネスはコロナ禍における数少ない成長産業の

一つだ」といった笑えないジョークも飛び交っている。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① 東南アジアで事業を展開する日系企業・駐在員の危機管理には、麻薬蔓延に関する

情報は「直接の関係はない」と見る向きもあるが、「黄金の三角地帯（ミャンマー、タイ、

ラオスに跨る国境地帯）」という一大麻薬生産地帯に隣接・近接するが故に、同地域で

発生する殺人、傷害、強姦、強盗・窃盗などの犯罪の多くに麻薬中毒者が関与してい

ることを考慮する必要がある。 

 ② バンコクやパタヤなどでは生活圏内の飲食店やホテルなどでも麻薬が取引されてお

り、麻薬の蔓延状況は危機管理上も把握しておくべき情報と言える。 

 

【マレーシア】 

☆ セランゴール州クラン市で店舗荒らしの窃盗団を摘発 

 5月19日午前1時30分頃、首都クアラルンプール南西郊のセランゴール州クラン

市の南クラン地区警察の捜査班が、首都圏で無人の事務所や店舗を狙った侵入盗

などを繰り返していた窃盗団のアジトを急襲し、メンバーの男女4人（19歳～38

歳）を逮捕した。 

 同地区警察によると、一味は4月29日未明に市内の腕時計販売店に侵入し、店

内のショーケースを破壊するなどして計41個の高級腕時計、総額1万9,950リンギ

ット（約52万4,000円）相当を奪って逃走した。 

 捜査当局は同店舗の監視カメラ映像などから容疑者4人を特定し、今回の急襲

作戦を実施した。アジトからは盗まれた高級腕時計が全て回収された。 

 4人には暴行、窃盗、麻薬乱用などの前科があり、取調べに対して「夜中に首

都圏で事務所や店舗などを荒らしていた」と自供している。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① マレーシアでは新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行が再拡大しているこ

とを受けて、5月12日付けで全国に不要不急の外出などを禁止する「活動制限令
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（MCO）」が発令された。首都圏では、厳格な行動規制が敷かれると無人の事務所な

どを狙った侵入盗が急増する傾向にあり、今回も例外ではない。 

 ② 侵入盗被害のリスクが上昇していることを踏まえ、事務所のドアや窓の施錠を徹底す

るとともに、監視カメラやセンサー型防犯システムの導入なども検討することをお勧め

する。また、転売しやすいノートPCなどは、業務時間外は鍵のかかるキャビネット等に

保管したり、セキュリティ・ワイヤーを取りつけておいた方がよい。 

 

【シンガポール】 

☆ 特殊詐欺一斉摘発作戦で容疑者の男女275人逮捕 

 シンガポール警察本部は5月22日、同本部の経済犯罪捜査局と7つの管区警察局

の捜査員で構成される合同捜査本部が、5月8日から21日までの2週間に特殊詐欺

グループ一斉摘発作戦を実施し、容疑者の男159人と女116人の計275人（14歳～

81歳）を逮捕したと発表した。同本部によると、この275人は様々な手口の詐欺

事件計519件に関与し、被害総額は790万シンガポールドル（約6億5,000万円）に

上る。 

 中でも、シンガポールの政府機関の捜査官や中国の公安当局者などを騙る詐欺

が多く、例えばターゲットの人物に「麻薬犯罪や資金洗浄などの犯罪に関与して

いるため捜査対象になっている」などと脅し、逮捕を免れるための「揉み消し料」

を要求したり、他の巧妙な理由を付けて現金を指定口座に振り込ませるといった

手口が使われている。 

 同国では、詐欺罪に対する刑罰は10年以下の禁錮刑か罰金で、資金洗浄罪の刑

罰は10年以下の禁錮刑か50万シンガポールドル（約4,093万円）の罰金、または

その両方が科せられる。 

 また、無許可で金融業を営んだ場合は、12万5,000シンガポールドル（約1,023

万円）以下の罰金か3年以下の禁錮刑、またはその両方が科せられる。 

 同警察本部は、「警察は、詐欺に関与したいかなる者にも厳しく対処し、犯人

は法令に則って厳正な処罰を受けることになる」と言明した。 

 また、市民に対して「共犯者にならないためには、他人に自分名義の銀行口座

や携帯電話番号を使用させてはならない。それらが犯罪に利用された場合は名義

人も刑事罰に問われることになる」と警告した。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① 特殊詐欺には、他にも架空の投資話や職業斡旋、性的サービス（女性紹介）、偽のオ

ンライン賭博や貸金業務などに関連して、「投資金」、「手付金」、「保証金」、「斡旋料」

などの名目で金を騙し取るという手口がある。 

 ② 同国警察は市民に対する防犯啓蒙運動で、詐欺対応の鉄則として「見覚えのない番

号からかかってきた電話には応対しない」、「政府機関が送金を要求することはないの

で、送金を求められても無視する」、「1人で判断せず家族や親戚、友人に相談する」、
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「個人情報や銀行口座情報などを他人に教えない」などを挙げている。 

 

【インドネシア】 

☆ ジャカルタの米大使館前で反イスラエル・デモ 

 5月21日（金）午後、中央ジャカルタの米大使館周辺にイスラム団体や学生組

織のメンバーら1,000人以上が集結し、パレスチナ・ガザ地区でのイスラエル軍

による空爆に対する抗議集会を実施した。 

 集会参加者らは近隣にある複数のモスク（イスラム礼拝所）で金曜礼拝を行っ

た後、「アッラー・アクバル（神は偉大なり）」などと叫びながら米大使館に向け

てデモ行進した。同館の周辺に重武装の警官隊3,000人が展開していたこともあ

って、大きな混乱はなく集会は終了したものの、周辺の道路は一時的な交通麻痺

に陥った。 

 同日、地方の少なくとも10都市でも同趣旨の抗議行動が実施された。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① インドネシアはイスラエルと国交を結んでおらず、イスラエルの外交施設がないため、

代わりにイスラエルの後ろ盾である米国が抗議の的となった。ジャカルタの米大使館周

辺では、アフガニスタン戦争やイラク戦争の時はもちろん、その他の様々な機会でもイ

スラム団体等による大規模デモが実施されている。 

 ② 今回のデモに先立つ19日の時点で、イスラエルとガザ地区のイスラム主義組織「ハマ

ス」との間で既に停戦が合意されていたこともあって、21日のデモが荒れる危険性はな

くなっていたものの、警察はデモ現場での新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のク

ラスター（集団感染）発生を恐れ、互いに社会的距離を保つよう参加者らに呼びかけて

いた。 

 

【ネパール】 

☆ COVID-19流行悪化、カトマンズで大規模抗原検査 

 ネパールでは4月下旬以降、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡

大が続いており、5月25日（火）午後3時までに確認された累計感染者は52万8,848

人、うち死者は6,700人に達した。 

 感染者の約40％がカトマンズ盆地に集中しており、5月第3週は、カトマンズ盆

地における1日当たりの新規感染者数の平均は約2,500人であった。 

 同国の衛生当局によると、首都カトマンズでは5月28日（金）から5日間にわた

って市民5万人を対象とする抗原検査を実施し、潜在的な感染者を洗い出して連

鎖的な感染を断つ計画である。 

 当局は、感染拡大が止まらない理由として、「国民の60％が防疫規定を軽視し

て外出しており、中には旅行をしている者までいるためウイルスが広範囲に拡散

している。特に農村は医療水準が低く、急速な拡大を招いている」と指摘した。 
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【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① 4月29日に出されたカトマンズ盆地での行動規制（本誌4月28日、5月6日合併号参照）

が延長されており、営業が許可されている店舗も午前7時から午前9時まで僅か2時間

の時短営業を指示されている。 

 ② このようなコロナ禍にも拘らず、5月22日に下院が再び解散したため、市民が怒りの抗

議デモを展開しており、デモ現場でのさらなる感染拡大が懸念されている。 

 

【インド】 

☆ ビハール州で村落襲撃事件、家屋十数件を焼き討ち 

 5月19日夜、インド東部のビハール州プルニア県マジューワ村で、イスラム教

徒住民100人～150人がヒンズー教徒のダリット（最下層の被差別カースト）の集

落を襲撃して老人1人を殺害、住民ら多数に負傷させた上、家屋にガソリンで放

火して十数軒を全焼させる事件が発生した。 

 イスラム教徒とダリットの騒動は4月24日にも発生しており、その際にもダリ

ットの家屋2軒が焼き討ちされたため、村は警備員2人を配置するなどして警戒を

高めていた。しかし、多勢に無勢で凶行を阻止できず、警備員の1人は頭部を刀

剣で斬りつけられて重傷を負った。暴徒は女子供にも容赦なく殴る蹴るの暴行を

働き、家々に放火する前には屋内の金品を略奪していったという。 

 事件後、ヒンズー至上主義団体「世界ヒンズー協会（VHP）」が非難声明を発

表し、暴徒らに対する厳罰を求めた。VHPによると、周辺地域ではダリットへの

残虐行為が日常化しつつあり、その背景にはイスラム教徒らと地元政治家や警察

との結託がある。とりわけ地元政党「全インド統一ムスリム評議会（AIMIM）」

の州議会議員が関与しているという。 

 4月24日の事件では、ダリット側が警察に被害届を提出したものの、容疑者ら

はAIMIM幹部の計らいで逃亡し、警察の捜査も熱心さを欠いた。それがイスラム

教徒らを大胆にさせて今回の事件に繋がった、とVHPは指摘している。実際、今

回の事件でも、これまでに逮捕された容疑者は僅か2人にとどまっている。 

 双方の対立の直接要因は土地問題で、ダリットの人々が暮らしている土地は政

府開発計画で「指定カースト」に割り当てられたものであるが、イスラム教徒側

はその土地の元々の所有権を主張し、ダリット側に立ち退きを要求している。 

 一方、ダリット側は「土地問題は二の次であり、イスラム教徒がヒンズー教徒

に抱く憎悪や怨恨が根本にある」と主張している。 

 事件の舞台となったマジューワ村を含む一帯（ビハール州プルニア県、キシャ

ンガンジ県、西ベンガル州のウッタルディナジプル県）はイスラム教徒の比率が

比較的高いため「小パキスタン」と呼ばれ、ヒンズー教徒とイスラム教徒の間で

暴力的騒動が以前から多い地域である。 
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【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① インドにおいて、被差別カーストに対する様々な暴力や人権侵害は今に始まったこと

ではないが、コロナ禍で人々の不満やストレスが蓄積し続ける中、従来以上にそうした

事件が起きやすくなっている。5月23日にはグジャラート州アーメダバードで、ダリットの

男性（22歳）が口髭を長く伸ばしているとの理由だけで暴行され、頭部に重傷を負った。 

 ② 今回の事件では、襲撃側のイスラム教徒もインドで最も差別を受けている人々であ

り、インド社会の暗部が映し出されている。モンスーン到来前の今の時期は1年で最も

暑く、不快指数が上昇する季節ということもあって、街頭デモや抗議集会などのほか、

交通事故や喧嘩沙汰などの偶発的な切っ掛けも住民衝突や暴動などの暴力的事態に

発展する可能性が高まっていることを念頭に置き、騒動が拡大する兆しを見逃さないよ

うにすることが重要である。 

 

【パキスタン】 

☆ 南西部で宗教政党指導者狙いの爆弾テロ、21人死傷 

 5月21日（金）、バルチスタン州のアフガニスタン国境に隣接する街チャマン（州

都クエッタの北西約95km）中心部の交差点で爆発が発生し、現場で抗議集会を

主催していた保守系イスラム政党「イスラム聖職者会議ナズリヤティ派（JUI-N）」

の幹部3人を含む7人が死亡、14人が負傷した。重傷者が多く、死者数はさらに増

える可能性がある。 

 警察当局は、JUI-Nが主催した「イスラエルの最悪の野蛮主義に勇敢に立ち向

かうパレスチナ人との連帯を示す集会」が終了し、退場する幹部らを乗せた車両

近くでバイクに仕掛けられた簡易爆弾（IED）が遠隔操作式で起爆したものと見

て、同党の指導者らを標的とした爆弾テロと断定した。 

 5月26日時点で犯行声明は出ていない。 
 

【【【【JSSJSSJSSJSSコメント】コメント】コメント】コメント】    

 ① バルチスタン州では、警察・国軍や宗教施設などを狙ったテロが以前から頻発してい

るほか、抗議集会や市場を狙ったテロも少なくない。 

 ② カラチやラホールなどの大都市においても、集会やデモ行進が行われる道路や周辺

地域、街頭警備に従事中の治安部隊、人が集まる市場などには近づかないことが重要

である。 
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